
   津市消防本部救急業務実施規程 

 

平成１８年１月１日 消防本部訓第４７号  

 

 改正 平成２５年４月１日消防本部訓第４号 

    平成２６年３月１９日消防本部訓第１号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」という。） 

 第２条第９項に規定する救急業務の実施について必要な事項を定めるものと

する。 

 （用語の定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 隊員 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「令」という。）

第４４条の規定に基づき救急隊を編成する救急隊員をいう。 

⑵ 救急救命士 救急救命士法（平成３年法律第３６号）第２条第２項に規

定する者をいう。 

⑶ 救急業務 法に定める救急業務をいう。 

⑷ 救急事故 法及び令に定める救急業務の対象である事故をいう。 

⑸ 傷病者 法第２条第９項に規定する傷病者で、救急活動の対象 

であるものをいう。 

⑹ 救急現場 傷病者の発生した現場又は救急活動が行われる場所 

 をいう。 

⑺ 医療機関 救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）第１

条第１項に規定する救急病院及び救急診療所のほか、医療法（昭和２３年

法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定

する診療所をいう。 

⑻ 特殊な救急事故 交通事故、火災事故、爆発事故、各種中毒による事故

及びその他の災害等による事故で、その発生した死者又は負傷者の数が火

災・災害等即報要領について（昭和５９年消防災第２６７号消防庁長官通

知）第２の２救急救助事故即報の１又は２の規定に該当するものをいう。 

 （救急隊の配置） 



第３条 救急隊は、消防署及び消防長が必要と認める分署又は分遣所に置くも

のとする。 

 （出動区域） 

第４条 救急隊の出動区域は、本市の区域全域とする。 

 （救急隊の編成） 

第５条 救急隊は、隊員３人以上をもって編成し、そのうち１人は救急隊長

（以下「隊長」という。）とする。 

２ 消防長は、救急救命士の資格を有する隊員及び救急隊員の行う応急処置等

の基準（昭和５３年消防庁告示第２号）第５条第２項に規定する隊員をもっ

て救急隊を編成するよう努めるものとする。 

 （隊員の服装） 

第６条 隊員は、救急業務に従事するときは白衣等を着用し、身体保護のため

保安帽を用いなければならない。ただし、応急手当等の活動に支障となる場

合は、この限りでない。 

 （救急隊の出動） 

第７条 消防長，消防署長（以下「署長」という。）又は指令センター（津市

消防通信規程（平成１８年津市消防本部訓第５２号）第２条第１号に規定す

る指令センター。以下「指令センター」という。）は、救急事故が発生した

旨の通報を受けたとき、又は救急事故が発生したことを知ったときは、当該

事故の発生場所、傷病者の数及び傷病の程度等を確かめ、津市消防本部警防

規程（平成２５年津市消防本部訓第１号。以下「警防規程」という。）に基

づき、直ちに所轄の救急隊を出動させなければならない。 

２ 消防長は、前項に定めるもののほか警防規程第１９条に基づく応援要請が

あったときは、救急隊を出動させるものとする。 

 （消防隊の出動） 

第７条の２ 消防長、署長又は指令センターは、前条第１項に規定する所轄の

救急隊を出動させる際に、当該所轄の救急隊が救急事案の重複等により出動

できない場合又は通報内容等から支援が必要と認められる場合は、救急活動

を支援するため消防隊を出動させることができる。 

 （口頭指導） 

第８条 消防長は、救急要請時に、通信指令課又は出動途上の救急自動車等か

ら、救急現場付近にある者に、電話等により応急手当の協力を要請し、その

方法を指導するよう努めるものとする。 



 （救急活動の原則） 

第９条 救急活動は、傷病者の救命活動を主眼とし、傷病者の観察等を行い、

必要な応急処置を実施した後、傷病者の症状に最も適した医療機関に速やか

に搬送することを原則とする。 

 （搬送を拒んだ者の取扱い） 

第１０条 隊長は、傷病者又はその関係者が搬送を拒んだ場合は、これを搬送

しないものとする。ただし、特に搬送が必要と認める場合は、この限りでな

い。 

 （医師の要請） 

第１１条 隊長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに救急現場

に医師を要請し、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

⑴ 傷病者の状態からみて搬送することが生命に危険であると認められる場

合 

⑵ 傷病者の状態からみて搬送可否の判断が困難な場合 

⑶ その他、救急事故の現場において医師の診療が必要な場合 

 （死亡者の取扱い） 

第１２条 隊員は、傷病者が明らかに死亡している場合又は医師が死亡してい

ると判断した場合は、これを搬送しないものとする。ただし、特に搬送が必

要と認める場合は、この限りでない。 

 （警察官の要請） 

第１３条 隊長は、次の各号に該当する場合は、警察官の出動を要請するもの

とする。 

 ⑴ 傷病者の傷病の原因に犯罪の疑いがあると認められる場合 

 ⑵ 泥酔の状態にある（合併症のない場合に限る。）と認められる場合 

 ⑶ 自身を傷つけ、または他人に害を及ぼすおそれがあると認めらる場合 

 ⑷ その他、救急事故の現場において警察官の出動が必要と認められる場合 

 （関係者の同乗） 

第１４条 隊員は、救急業務の実施に際し、傷病者の関係者又は警察官が同乗

を求めたときは、努めてこれに応じるものとする。 

 （感染防止計画） 

第１５条 消防長は、感染防止対策を確立しておくものとする。 

 （感染防止対策） 

第１６条 隊長は、感染の疑いのある傷病者を搬送した場合は、隊員及び救急



車の汚染に留意し、直ちに所定の消毒を行い、その旨を署長に報告するもの

とする。 

２ 署長は、前項の傷病者に対する医師の診断結果を確認し、所要の処置を講

ずるものとする。 

３ 消防長は、救急隊の搬送した傷病者が医療機関において、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第

６条に規定する感染症と診断された場合における処置について、関係機関と

適正な連絡通報体制を確立しておくものとする。 

 （救急自動車の要件） 

第１７条 救急自動車は、道路運送車両法の保安基準（昭和２６年運輸省令第

６７号）に定める緊急自動車の基準に適合するもののほか、救急業務実施基

準（（昭和３９年自消甲教発第６号）以下「救急業務実施基準」という。）

第９条に定める構造及び設備を有するものとする。 

 （高規格の救急自動車の配置） 

第１８条 消防長は、救急業務実施基準第９条の３に定める救急自動車を配置

するよう努めるものとする。 

 （救急自動車に備える資器材） 

第１９条 救急自動車には、救急業務実施基準第１１条第１項に掲げる資器材

を備えるものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、消防長は、救急業務実施基準第１１条第２項に

掲げる資器材を備えるよう努めるものとする。 

 （消毒） 

第２０条 署長は、次の各号に定めるところにより、救急自動車及び積載品の

消毒を行うものとする。 

 ⑴ 定期消毒  月１回 

 ⑵ 使用後消毒 毎使用後 

２ 消防長は、前項の規定による消毒を効果的に行うために、滅菌器等の消毒

用資器材を備えるものとする。 

 （消毒の表示） 

第２１条 隊員は、前条第１項に定める消毒を実施したときは、その旨を別に

定める消毒実施表に記入し、救急自動車の見やすい場所に標示しておくもの

とする。 

 （活動の報告） 



第２２条 隊員は、救急活動を行った場合、速やかに所要の事項を署長に報告

するものとする。 

 （救急即報） 

第２３条 署長は、火災・災害等即報要領（昭和５９年１０月１５日消防災第

２６７号。）以下「災害即報」という。）に該当する救急事案については、

消防長に報告しなければならない。 

２ 消防長は、前項の報告を受けた場合、関係機関に即報を要するものと認め

たときは、直ちに災害即報の定めるところにより、関係機関へ報告又は通報

するものとする。 

 （家族等への連絡） 

第２４条 隊長は、傷病者の状況により必要があると認めるときは、その者の

家族等に対し、傷病の程度又は状況等を連絡するよう努めるものとする。 

 （要保護者等の取扱い） 

第２５条 署長は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に定める被保護

者又は要保護者と認められる傷病者を搬送した場合は、同法第１９条各項に

定める機関に通知するものとする。 

 （医療機関との連携） 

第２６条 消防長は、救急業務の実施について医療機関と常に密接な連携を取

るものとする。 

２ 消防長は、前項の規定に基づき知り得た医療機関における空床の状況等に

ついては、必要に応じ、近接する他の消防本部の消防長と相互に情報を交換

するよう努めるものとする。 

 （団体との連携） 

第２７条 消防長は、津市の区域内で救急に関する事務を行っている団体等と

救急業務の実施について情報交換するとともに、密接な連携を取るものとす

る。 

 （救急業務計画） 

第２８条 消防長は、特殊な救急事故の発生した場合における救急業務の実施

についての計画を作成しておくものとする。 

２ 消防長は、毎年１回以上前項に定める計画に基づく訓練を行うものとする。 

 （救急調査） 

第２９条 消防長は、救急業務の円滑な実施を図るため、当該出動の区域につ

いて、次の各号に定めるところにより調査を行うものとする。 



 ⑴ 地勢及び交通の状況 

 ⑵ 救急事故が発生するおそれのある対象物の位置及び構造 

 ⑶ 医療機関の位置及びその他必要な事項 

 ⑷ その他消防長が必要と認める事項 

 （住民に対する応急手当普及啓発） 

第３０条 消防長は、住民に対する応急手当にかかる普及啓発活動を計画的に

推進するよう努めるものとする。 

 （応急手当資器材の整備） 

第３１条 消防長は、前条に規定する活動を推進するため、応急手当にかかる

普及啓発活動の推進に必要な資器材の整備に努めるものとする。 

 （委任） 

第３２条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、消防長が別に定める。 

   附 則 

 この訓は、平成１８年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年３月１９日消防本部訓第１号） 

 この訓は、平成２６年４月１日から施行する。 

 


